
 

 

景 況：わずかに下向く。５月以降足踏み。 

見通し：回復期待弱まる。 

 

 

◎都内中小企業の業況ＤＩは前月比３ポイント減とわずかに下向いた。本年５
月以降足踏み状態が続いている。前年同月比売上高ＤＩはわずかに低下。販
売価格ＤＩ、製品在庫ＤＩは横ばいで推移。今後３ヶ月の業況見通しＤＩは
前月比６ポイント減少し、先行きの回復期待は弱まった。 
○８月の都内中小企業の業況ＤＩは▲32（前月▲29）と３ポイント減で、わず
かに下向いた。本年４月までの回復基調から５月以降足踏み状態となってい
る。製造業は▲25で横ばい、小売業も▲50で１ポイント減とほぼ横ばい。卸
売業は▲28で７ポイント減、サービス業も▲28で５ポイント減少した。 
業種区分（以下区分）別にみると、製造業では「化学・皮革」で低下が著
しい。卸売業は「建築・住宅関連」以外は低下した。特に、「化学・金属材料」
「機械器具」で低下幅が大きかった。小売業は「衣料・身の回り品」「余暇関
連」で低下した。サービス業は「企業関連サービス」は低下したが、「個人関
連サービス」は横ばいであった。 
○前年同月比の売上高ＤＩは▲33（前月▲29）と４ポイント減少した。卸売業
のみ１ポイント増加となったが、製造業は３ポイント、小売業は７ポイント、
サービス業は６ポイントの減少となった。 
  区分別にみると、製造業では「化学・皮革」「機械器具」「食料品・その他」
が二桁の大幅減少。卸売業では「化学・金属材料」は大幅に減少したが、「建
築・住宅関連」で大きく改善、「機械器具」も改善した。小売業では「食料品」、
「余暇関連」で二桁の大幅減少となった。 
○仕入価格ＤＩは、製造業の全区分で３ヶ月連続プラスとなった。販売価格ＤＩ
は、卸売業の「建築・住宅関連」等３区分で下落に歯止めがかかってきた。製
品商品在庫ＤＩは、横ばいだが、小売業の「耐久消費財」のみマイナスであり、
不足感が強い。 
○当月と比べた今後３ヶ月（９～11月）の業況見通しＤＩは、▲17(前月▲11)
と６ポイント減少し、先行きの回復期待は弱まった。卸売業は２ポイント減、
サービス業は横ばいだったが、製造業が11ポイント減、小売業が９ポイント
減となり、この２業種で期待感の低下が目立つ。 

 
平成１６年９月２２日 

産業労働局 商工部 

景況指数表 

・指標値(％):DI＝「良い」・「増加」等企業割合－「悪い」・「減少」等企業割合 

８ 月 の 景 況 今後３ヶ月の見通し 調査対象 
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全       体 ▲32 ▲19 ▲33 ▲ 1 ▲13 9 ▲17 ▲12 ▲23 

製   造   業 ▲25 ▲18 ▲23 20 ▲15 7 ▲18 ▲15 ▲17 

繊 維 ・ 衣 料 ▲37 ▲32 ▲40 4 ▲17 2 ▲27 ▲25 ▲35 

木 材 関 連 ▲ 9 ▲23 ▲41 7 ▲29 18 ▲34 ▲43 ▲41 

紙 ・ 出 版 ・ 印 刷 ▲26 ▲20 ▲37 3 ▲23 5 ▲26 ▲24 ▲24 

化 学 ・ 皮 革 ▲43 ▲24 ▲36 28 ▲15 10 ▲18 ▲ 6 ▲22 

金 属 材 料 ▲21 ▲15 ▲ 3  38 ▲ 9 1 ▲18 ▲13 0 

機 械 器 具 ▲14 ▲ 9 ▲14  22 ▲12 8 ▲ 8 ▲ 4 ▲10 

 

食 料 品 ・ そ の 他 ▲31 ▲26 ▲32 30 ▲12 16 ▲24 ▲24 ▲26 

卸   売   業 ▲28 ▲13 ▲21 ▲ 8 ▲ 3 13 ▲11 ▲ 4 ▲13 

衣料・身の回り品 ▲38 ▲15 ▲35 ▲18 ▲ 6 20 ▲24 ▲18 ▲25 

食 料 品 ▲39 ▲22 ▲38 ▲22 ▲ 1 2 ▲ 8 10 ▲27 

日 用 雑 貨 ▲39 ▲24 ▲41 ▲15 ▲16 15 ▲14 ▲11 ▲31 

建 築 ・ 住 宅 関 連 ▲32 ▲ 1 ▲28 1 3 11 ▲15 ▲12 ▲37 

化 学 ・ 金 属 材 料 ▲16 ▲20  3  2 0 17 1 9 19 

 

機 械 器 具 ▲10 3 5 ▲ 2 0 8 ▲ 5 0 22 

小   売   業 ▲50 ▲24 ▲57 ▲22 ▲16 9 ▲29 ▲24 ▲45 

衣料・身の回り品 ▲57 ▲27 ▲60 ▲19 ▲23 7 ▲36 ▲19 ▲47 

食 料 品 ▲41 ▲26 ▲57 ▲21 ▲13 8 ▲15 ▲19 ▲44 

日 用 雑 貨 ▲53 ▲16 ▲47 ▲24 ▲ 8 17 ▲44 ▲33 ▲39 

耐 久 消 費 財 ▲42 ▲21 ▲54 ▲20 ▲25 ▲ 5 ▲35 ▲27 ▲41 

 

余 暇 関 連 ▲61 ▲32 ▲71 ▲27 ▲15 15 ▲22 ▲24 ▲56 

サ ー ビ ス 業 ▲28 ▲22 ▲36 － ▲17 － ▲12 ▲ 7 ▲24 

企業関連サービス ▲23 ▲19 ▲32 － ▲16 － ▲10 ▲ 5 ▲20 
 
個人関連サービス ▲41 ▲30 ▲45 － ▲21 － ▲17 ▲13 ▲32 

(注) 1．調査項目：業況（良い・普通・悪い）、売上高（増加・ほぼ同様・減少）、仕入価格・販売価格（上 
昇・ほぼ同様・低下）、製品商品在庫（過大・適正・不足）。 

2．売 上 高：製造業は生産額。 
3．仕入価格：卸売業・小売業は仕入高。 
4．販売価格：サービス業は料金単価。 

東京都中小企業の景況 
（平成１６年９月調査） 

登録番号15(297) 

《８月の景況》 
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東京都中小企業の収益動向調査 

－平成15年度の収益動向と平成16年度の収益見通し－ 

 
本調査は毎月実施している景況調査に付帯して実施したもので、都内中小

企業の平成15年度の収益動向、および平成16年度の収益見通しについて、そ
の実態を把握したものである。調査対象は製造業1,250企業、卸売業1,000企
業、小売業1,000企業、サービス業1,000企業、合計4,250企業。有効回収数
および有効回収率は、製造業506企業40.5％、卸売業427企業42.7％、小売業
367企業36.7％、サービス業361企業36.1％、合計1,661企業39.1％であった。
なお、前回調査は平成15年９月に実施した。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１．平成１５年度の売上高の状況(前年度比較) 

平成15年度の売上高が前年度を上回った企業(以下、「増収」)の割合は

全体で40.0％と、景気回復局面の中で前回調査(平成15年９月実施)の
32.6％より7.4ポイント増加した（図表１）。しかし、平成15年度の売上高
が前年度を下回った企業(以下、「減収」)の割合は60.0％と、依然として
過半数を占め、売上高の確保に苦慮している企業も多い。 
業種別にみると、「増収」の割合は前回調査に引き続きすべての業種に
おいて増加している。特に卸売業は前回調査より13.2ポイント増の46.4％
と、４業種中最も高かった。 
売上高の増加幅毎に前回調査と比べると、各区分とも２～３ポイント増

えている（図表５参照）。｢20％以上｣の大幅な増加を示した企業も5.1％あ
った。また、減少幅毎では｢10～19％｣「20％以上」の「減収」の割合は、
前回調査よりそれぞれ4.9ポイント、2.0ポイント減った。 
業種別には、製造業で10％以上(｢10～19％｣＋｢20％以上｣)の「増収」割
合が２割を超え、高増収企業が比較的多かった。 

図表１ 平成15年度の売上高の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．平成15年度の経常利益の状況 

 (1) 前年度比較 
平成15年度の経常利益が前年度を上回った企業(以下、「増益」)の割
合は全体では24.8％と、前回調査（20.9％）より3.9ポイント増加し、

●平成15年度の売上高が前年度を上回った企業の割合は40.0％と前回調査
(32.6％)よりも引き続き増加したものの、前年度を下回った企業が
60.0％と、依然として売上高を減少させた企業が過半数を占めている。 
●平成15年度の経常利益が前年度を上回った企業の割合は全体で24.8％と
3.9ポイント増加し、約４分の１が増益となった。また、前年度を下回っ
た企業の割合も45.0％と8.2ポイント減少している。不振の続いていた小
売業でも、ようやく減益傾向に歯止めがかかってきた。利益増減の主な
要因としては、「増益」、「減益」とも「販売数量」が第１位である。 
●平成15年度の採算状況において｢黒字企業｣の割合は製造業、卸売業で増
加し、小売業、サービス業で減少した。一方、｢赤字企業｣の割合は小売
業を除くすべての業種で減少した。今回の調査では、「黒字企業」の割合
が「赤字企業」の割合を上回るなど、着実な改善がみてとれる。 
●平成16年度の収益見通しについては、｢好転｣とする企業の割合は、すべ
ての業種で前回調査より増加している。また、｢悪化｣とする企業の割合
も、同じくすべての業種で減少している。全体的には明るさを増しつつ
あるが、「好転」よりも｢悪化｣の見通し割合が高いことから、依然として
厳しい状況が続くことが予想される。 

《概 要》 
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製  造  業 

 

卸 売 業 

 

小 売 業 

 

サ ー ビ ス 業 

40.0(32.6) 

45.3(36.7) 

60.0(67.4) 

54.7(63.3) 

46.4(33.2) 

24.0(19.5) 

41.1(38.9) 58.9(61.1) 

53.6(66.8) 

76.0(80.5) 

増収                               減収 

注: ( )内の数値は前回調査 

０％           20％          40％          60％         80％        100％ 
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約４分の１の企業が増益となった（図表２）。また、経常利益が前年度
を下回った企業(以下、「減益」)の割合は全体で45.0％(前回調査53.2％)
と、8.2ポイントの減少となり、利益状況は前年度に比べ回復した。 
 業種別にみると、増加の幅に多少はあるものの、｢増益｣の割合は
すべての業種において増加している。特に、製造業、卸売業は約３
割の企業が増益となっている。また、｢減益｣の割合も、卸売業をは
じめ全業種で減少している。特に卸売業では、｢増益｣が前回20.7％
から今回30.2％と9.5ポイントの増加、｢減益｣が前回50.0％から今回
39.4％と10.6ポイントの減少となっており、大幅な改善となってい
る。一方、不振が続いていた小売業でも｢増益｣2.5ポイント増、「減
益」8.0ポイント減と回復を示しており、減益傾向に歯止めがかかっ
てきた。ただ、依然として小売業では｢減益」の割合が全体の６割近
くを占めることから、引き続き多くの企業が厳しい状況に置かれて
いることが分かる。 
 

図表２ 平成15年度の経常利益の状況 
 

 
 
 
 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 (2) 利益増減の主な要因 
   図表には示してはいないが、利益増減の主な要因としては「増益」、「減 
 

益」とも「販売数量」が第１位となっている。「増益」では、次いで「そ
の他諸経費」「人件費」と続く。一方、「減益」では、次いで「販売価格」
「その他諸経費」の順となっている。「減益」においては、販売数量の
減少及び販売価格の低下が影響していることが分かる。 

   業種別にみると、製造業では、「増益」の７割以上が主な要因として
「販売数量」を挙げている。しかしながら、同じく「増益」が比較的多
かった卸売業では、「販売数量」は５割以下と低く、「人件費」「その他
諸経費」といったコスト削減を挙げる企業が多くなっている。サービス
業も、卸売業とほぼ同様な回答結果であった。一方、「減益」の多かっ
た小売業の利益減少に対する主要因としては、「販売数量」68.7％「販
売価格」16.4％となっており、これら２つの要因で８割以上を占めてい
る。 

 
３．平成15年度の採算状況 

平成15年度の採算状況で当期利益を黒字とする企業(以下、「黒字企業」)
の割合は、全体では34.6％と前回調査(33.0％)より1.6ポイント増加した
（図表３）。また、当期利益を赤字とする企業(以下、「赤字企業」)の割合
は全体で32.8％と、前回調査(36.9％)から4.1ポイント減少した。 
業種別にみると、製造業と卸売業で｢黒字企業｣の割合は、前回調査より
増加し４割を超えた。これに対し小売業の｢黒字企業｣の割合は前回調査よ
りも減少し、10％前半にとどまるなど、対照的な動きとなった。また、｢赤
字企業｣の割合は小売業でわずかに増加したものの、他の３業種では減少
した。 
一方、｢黒字企業｣と｢赤字企業｣の割合でみると、小売業のみ依然として

｢赤字企業｣の割合が多いものの、製造業、卸売業、サービス業では「黒字
企業」が「赤字企業」を上回っている。両者の差が最も大きい卸売業では、
｢黒字企業｣41.4％に対して｢赤字企業｣24.6％となっており、15ポイント以
上の開きがある。 
全体的な傾向として、平成10年度から「赤字企業」の割合は年々減少し

続けてきている。そして今回の調査で、「黒字企業」の割合が「赤字企業」
の割合を上回った。これらの結果から、採算状況は着実に改善しているこ
とがみてとれる。 
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図表３ 平成15年度の採算状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．平成16年度の収益見通し 

平成16年度の収益見通しについては、全体では｢好転｣とする企業の割合
が16.8％と、前回調査（14.8％）より2.0ポイント増加した（図表４）。ま
た、｢悪化｣とする企業の割合は全体で33.6％と、前回調査(40.6％)よりも
7.0ポイント減少しており、全体としては好転の方向に向かっていると判
断される。 
業種別でみても、｢好転｣とする企業の割合は、すべての業種で前回調査

より増加している。また、｢悪化｣とする企業の割合についても、同じくす
べての業種で減少している。ただ、小売業は「好転」が1.6ポイント増え、
「悪化」が7.2ポイント減少したが、２社に１社が「悪化」を予想してお
り、依然として厳しい状態が続くものと考えている。 
全体には引き続き「悪化」が「好転」を上回っているが、前回調査に比

較して「悪化」が減り、「好転」が増えるなど、収益動向の改善が進み、
明るさを増しつつあるといえる。 

図表４ 平成16年度の収益見通し 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図表５ 中小企業収益動向調査結果表 
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１．前年度と比べた１5年度の売上高 
２．前年度と比べた 

  １5年度の経常利益 
３．１5年度の採算状況 ４．16年度収益見通し 
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増益 横ばい 減益 黒字 
収支ト

ントン 
赤字 好転 不変 悪化 

5.1 11.2 23.7 29.5 19.1 11.4 24.8 30.2 45.0 34.6 32.6 32.8 16.8 49.6 33.6 
全 体 

(2.9) (8.7) (21.0) (30.0) (24.0) (13.4) (20.9) (25.9) (53.2) (33.0) (30.1) (36.9) (14.8) (44.6) (40.6) 

7.3 14.5 23.5 26.8 17.1 10.8 29.4 31.5 39.1 40.3 32.1 27.6 21.7 52.1 26.2 
製 造 業 

(3.8) (10.8) (22.2) (26.4) (23.5) (13.3) (26.7) (24.7) (48.6) (36.2) (25.8) (38.0) (19.9) (45.2) (34.9) 

4.7 11.4 30.3 29.0 17.1 7.5 30.2 30.4 39.4 41.4 34.0 24.6 18.0 52.6 29.4 
卸 売 業 

(1.7) (6.3) (25.3) (33.8) (22.6) (10.3) (20.7) (29.3) (50.0) (38.5) (35.4) (26.1) (13.9) (50.0) (36.1) 

1.5 5.6 16.9 31.5 28.5 16.0 11.1 29.4 59.5 12.8 33.0 54.2 7.0 42.7 50.3 
小 売 業 

(0.6) (5.1) (13.9) (32.7) (29.8) (17.9) (8.6) (23.9) (67.5) (14.5) (32.2) (53.3) (5.4) (37.1) (57.5) 

6.0 12.0 23.1 32.2 14.7 12.0 25.8 28.8 45.4 40.9 31.3 27.8 18.3 49.5 32.2 
サービス業 

(5.0) (12.1) (21.8) (27.8) (20.5) (12.8) (25.4) (25.6) (49.0) (41.1) (28.2) (30.7) (18.2) (45.1) (36.7) 

〈注〉（ ）内の数値は、平成15年９月調査分 
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